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ＡＩ等新技術を活用した行政のスマート化の推進について 
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 自治体職員は、最少の経費で最大の効果を発揮すべく日々努力している

が、社会環境が急速に変化し、住民ニーズがますます高度化・複雑化する

中、効果的・効率的な行政運営が年々、困難になってきている。 

 また、職員数は、各自治体の行革努力により一般行政部門において平成

７年をピークに平成２６年まで一貫して減少してきた。行政需要の拡大等

に対応するため近年は職員数が増加しているが、厳しい財政状況や人口減

少による労働者の減少も踏まえると、今後も少ない職員数で自治体本来の

姿を保った状態で運営ができる体制の構築が不可欠である。 

 そのためには、早期にスマート自治体への転換を図り、職員を定例的な

事務作業から解放し、職員でなければできない業務に特化していくことが

求められる。 

 まだまだＡＩ等の活用事例が少ない中、各自治体等の先進事例を共有す

るとともに、共同化や横展開に取り組むことで、重複投資等を無くし、効

果的かつ効率的にスマート化を進めていくことも重要である。 

 

（提案） 

 ＡＩ等の新技術を活用した行政のスマート化に向けて、九都県市で共同

して研究することを提案する。 

 

（検討内容の例） 

○ 各都県市のＡＩ等活用業務（実証中含む）についての情報交換や先進

事例の調査 

○ 更なる行政のスマート化や自治体間の連携による横展開や共同化に向

けた研究 

埼玉県提案 

 



埼玉県 
参考資料 A I 等 新 技 術 を 活 用 し た 

行政のスマート化の推進について 

１ 現状と課題 

〇 スマート自治体への転換を早期に進め、職員を定例的な事務作業から解
放していく。 

 
〇 各自治体等の先進事例を共有し、事務及びシステムの共同化や横展開に
取り組むことで、効果的・効率的に進めていく。 

自治体の現状 

スマート自治体への転換 

〇 地方公務員数は各自治
体の行革努力により、平成
７年をピークに減少傾向。 

地方公務員定員管理調査結果から作成 

〇 社会環境の変化や住民
ニーズの高度化・複雑化に
より、効果的・効率的な行
政運営が年々困難に。 

情報システム 情報システム 

＜現 状＞ 

ＡＩ、ＲＰＡ等の導入による 
業務プロセスの自動化・省力化 

B自治体 

職員による 
事務処理 

職員による 
事務処理 

個別構築 

情報システム【共同化】 

＜スマート自治体＞ 

A自治体 B自治体 

職員による 
事務処理 

職員による 
事務処理 

ＡＩ等による
自動処理 

情報システム 情報システム 

職員の事務負担軽減 

開発経費や運用負担の削減 

職員による 
事務処理 

〇 本格的な人口減少社会となる２０４０年頃には、労働力不足に直面する
ため、従来より少ない職員でも自治体として本来担うべき機能が発揮でき
る仕組みが必要。 

職員のマンパワーによる 
事務処理が中心 

職員減 
業務量 



２ 共同取組の提案 

ＡＩ等の新技術を活用した行政のスマート化の推進に向けて、 
九都県市で共同して研究する 

【検討内容の例】 
   ①各都県市のＡＩ等活用業務（実証中や開発中を含む）についての 
  情報交換や先進事例の調査 

 ②さらなる行政のスマート化や自治体間の連携による横展開や共同化に 
  向けた研究 

（埼玉県の取組例） 

（埼玉県の取組例） 

【ＡＩによる救急相談の拡充】 

（共同化に適する理由） 

・救急電話相談は全国共通ダイアル 

 ＃7119により運用されている。 

・プロトコールが概ね共通化されている。 

・医療機関案内は電話につなぐ仕組みで 

 あり、独自データの必要性が少ない。 

・症状の入力をするとAIが緊急度を判定し、 
 症状に応じ119番や医療機関紹介につな 
 げる。 

【RPAによる定型業務の自動化】 

・平成30年度は職員の勤勉手当の 

 計算業務など15の定型業務に導入 

 

・効果が高いものでは、作業時間を 

 9割以上削減 

※ＲＰＡ（Robotic Process Automation） 

人が行ってきたパソコン上の作業手順をソフ
トウェアロボットに覚えさせることで、パソ
コン操作を自動化することができる技術 

【県民向け問い合わせAIの構築】 

○○ 


